
4.11 季節アンサンブル予報システムの改良

4.11.1 はじめに
気象庁は季節予報の基礎資料を作成するため、季節ア
ンサンブル予報システムを運用している。本節は 2022

年 2月から運用を開始した新しいシステム JMA/MRI-

CPS3（Japan Meteorological Agency / Meteorolog-

ical Research Institute-Coupled Prediction System

version 3; 以降CPS3）の仕様と予測精度について報告
する。
季節予報が対象とする現象の多くは、大気と海洋を
はじめとする地球システム要素間の相互作用を通じて
変動するため、予測システムでもこれらの相互作用を
考慮することが重要である。気象庁における大気－海洋
結合予測システムの現業利用は、1998年 7月に運用を
開始したエルニーニョ予測モデル（JMA-CGCM）から
始まる (吉川ほか 2016)。当初は熱帯域のエルニーニョ・
ラニーニャ現象 (ENSO)に焦点を絞ったシステムとし
てスタートしたが、その後、計算機性能の向上に合わ
せて予測精度の改善を図り、2008年には日本を含んだ
全球域の季節予測を兼ねる JMA/MRI-CPS1 (Takaya

et al. 2017)の導入に至った。本節で記述するCPS3は、
それから三世代目の季節予測システムにあたる。
2015年 6月から運用していた旧システム JMA/MRI-

CPS2（Takaya et al. 2018; 以降CPS2）と比較すると、
大気・海洋モデルの高解像度化や物理過程の改善等に
より系統誤差が大きく改善している。再予報の大気初
期値や大気強制力には最新の長期再解析データセット
JRA-3Q(Kobayashi et al. 2021)を使用し、海洋初期
値作成に用いる全球海洋データ同化システムには現業
機関としては世界に先駆けて 4次元変分法を導入した。
また、ユーザーが予測結果をより利用しやすくなるよ
う、システム運用スケジュールの見直しも加わった大
規模なシステム更新となっている。
第 4.11.2項では、CPS3のシステムの概要を紹介し、
第 4.11.3項は再予報による性能評価の結果を報告する。
第 4.11.4項では、まとめと今後の課題について述べる。

4.11.2 システム概要
CPS3は予測モデルに大気－陸面－海洋－海氷結合
モデルを用いたアンサンブル予報システムである。図

図 4.11.1 CPS3概要

4.11.1は CPS3の処理の概要を示し、表 4.11.1では仕
様の詳細を CPS2と比較する。
システムの処理内容は、予測モデルの初期化と予測
計算の 2つに分けることができる。初期化部分では、
大気初期摂動、地表面初期値および海洋の初期値・初
期摂動を作成する。なお、大気初期値・外力には事前に
作成された JRA-3Qおよび全球速報解析 (GA)を利用
する。予測計算には、季節予報に適するよう改良・調整
を加えた気象庁全球大気モデル (GSM; JMA 2019)お
よび気象研究所共用海洋モデル (MRI.COM; Tsujino

et al. 2017)を利用する。2つのモデルは、結合ライブ
ラリー (SCUP; Yoshimura and Yukimoto 2008)を用
いて 1時間毎に 1回、海面・海氷面の物理量を交換し
ながら予測計算を進める。

(1) 大気・陸面モデル
大気・陸面モデルの基本バージョンには 2020年 3月に
現業化されたGSM2003(Yonehara et al. 2020)を利用
する。水平解像度は TL319(≈55km)、鉛直層数は 100

層に設定し、CPS2で利用していたTL159(≈110km)60

層と比べて水平・鉛直方向ともに高解像度化させ、モ
デルトップも 0.1hPaから 0.01hPaに引き上げている。
また、CPS2のベースであるGSM1011(JMA 2013)か
らGSM2003へのバージョン更新に伴って、種々の力学
や物理過程の改良 (Yonehara et al. 2014, 2017, 2018,

2020)が取り込まれている。陸面過程は積雪の層構造や
被覆率を考慮できるように改良された。土壌温度・水
分を表現する鉛直層も多層化され、日変化の表現が改
善している。海氷面のアルベドは、それまで考慮され
ていなかった海氷厚や氷上積雪によるアルベドの変化
(Hunke and Lipscomb 2010)を考慮するよう精緻化さ
れた。地形性抵抗過程として、Iwasaki et al. (1989)に
よる地形性重力波抵抗スキームに代えて、地形性重力
波抵抗と地形をまわりこむ流れによる抵抗を Lott and

Miller (1997)によって表現している。また、新たにサ
ブグリッドスケールの地形による形状抵抗も Beljaars

et al. (2004)のスキームによって考慮されるようになっ
た (金浜・山田 2019)。非地形性の重力波による運動量
輸送効果は GSM1011ではレイリー摩擦により簡易的
に表現されていたが、より精緻な Scinocca (2003)が
導入されたことで成層圏準 2年振動の再現性が大きく
向上した (金浜 2012)。
さらに CPS3では季節予報の精度向上を意図した物
理過程の改善や調整を追加で実施している。GSM2003

の積雲対流パラメタリゼーションはArakawa and Schu-

bert (1974)に基づいており、その方程式系は Pan and

Randall (1998)の雲底マスフラックス時間発展予測式で
閉じる (JMA 2019)。CPS3ではこの積雲クロージャー
各項の見直しを行い、運動エネルギーの散逸時間スケー
ルを浅い積雲と深い積雲とで分けて扱う等の精緻化を
加えた。積雲のエントレインメント率には経験的な高
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表 4.11.1 新旧システムの仕様比較
JMA/MRI-CPS2 (2015 年 6 月-) JMA/MRI-CPS3 (2022 年 2 月-)

大気モデル
GSM1011C∗

解像度: TL159L60（∼110km）
モデルトップ: 0.1hPa

GSM2003C∗

解像度: TL319L100（∼55km）
モデルトップ: 0.01hPa

海洋モデル
MRI.COM v3.2
1.0◦(東西) × 0.3-0.5◦(南北) L52+海底境界層

MRI.COM v4.6
0.25◦(東西) × 0.25◦(南北) L60

初期条件

大気: JRA-55
陸面: JRA-55 陸面解析値
海洋: MOVE/MRI.COM-G2
海氷: 同化無し

大気: JRA-3Q（再予報）、全球速報解析（現業運用時）
陸面: オフライン地表面解析値
海洋: MOVE/MRI.COM-G3
海氷: 3D-Var

初期摂動 大気:熱帯・北半球 BGM
海洋:大気 BGM 駆動 3D-Var

大気:熱帯・北半球・南半球 BGM
海洋:海洋解析誤差摂動

モデル摂動 確率的物理過程強制法（大気のみ）
アンサンブルメンバー数 13 メンバー/5 日 5 メンバー/日

∗GSM1011C および GSM2003C はそれぞれ GSM1011 および GSM2003 に対して季節予報用の改良・調整を加えたもの

度・湿度依存性を導入し (Komori et al. 2020; Bechtold

et al. 2008)、その鉛直最小値を Tokioka et al. (1988)

に従う最小エントレインメント率条件に適合させる。こ
れらの変更により、東太平洋の熱帯収束帯 (ITCZ)域で
過少な下層雲バイアスが大きく改善し、また対流圏中
層が乾燥している場で深い積雲が抑制される観測事実
をよりよく表現できるようになった。層積雲スキームの
発動条件に利用する指数には CPS2に引き続きKawai

et al. (2017)を採用した。CPS2には南半球夏季に南
極海の海氷が顕著に融解するバイアスがあり、これと
関連して南大洋には海面下向き短波放射フラックスの
過大バイアスが見られた。CPS3ではこの領域に多く
存在する対流圏下層の過冷却水雲の再現性を向上させ
ることでバイアスを軽減した (Forbes and Ahlgrimm

2014; Kay et al. 2016; Chiba and Komori 2020)。海
上ガスト風には境界層内の自由乱流 (Godfrey and Bel-

jaars 1991)によるものに加えて、深い対流に駆動され
る成分 (Redelsperger et al. 2000)を新たに導入した。
海洋モデルでは表現しきれない海面水温 (SST)の日変
化は、大気モデル内で表現する。CPS3では、Zeng and

Beljaars (2005)を拡張して水温の鉛直構造の変化を考
慮しながら熱収支を解けるよう精緻化を行い、水温日
変化サイクルの再現性を向上させた。CPS2では北半球
大陸上の地表面付近に乾燥バイアスや気温の年々変動
の過小バイアスがあった。これらを改善するため、サブ
グリッドスケールの湖面を考慮できるようモデルの陸
比を変更し（図 4.11.2）、水－氷－雪の間の相変化およ
び熱伝導に伴う湖氷と湖面水温の変動を予測する熱力
学スキームを導入した。その強制力のひとつである地
表面下向き短波放射フラックスには、粗い解像度の低負
荷計算設定 (1時間間隔、東西 4格子間隔)でも地表面
への正味入射を良好に評価できる補正スキーム (Hogan

and Bozzo 2015; Hogan and Hirahara 2016)を導入し
た。モデルに与えるオゾン濃度気候値は、気象研究所化
学気候モデルMRI-CCM2(Deushi and Shibata 2011)

を用いた解析値に基づく気候値（1981-2010年平均）に
更新した。温室効果ガス濃度については、JRA-3Qと
同様に直近まで観測に基づく値を用い、2017 年以降
は中程度の排出量を想定するCMIP6の SSP2-RCP4.5

シナリオを選択して用いる。エーロゾル濃度分布には

図 4.11.2 CPS3および CPS2の陸比

GSM2003と同様に月別気候値 (Yabu et al. 2017)を用
いる。ただし、1991年のピナツボ火山噴火時のように
顕著なエーロゾル変動が予測結果に無視できない影響
を与えることも想定される。CPS3では、火山性エーロ
ゾル濃度分布を入手できればその気候影響（直接効果
のみ）を評価できるよう、光学特性パラメータの拡充
や外部ファイル読み込み機能を実装した。本オプショ
ンは現業プロダクトには反映できないが、濃度分布を
入手次第、予報の参考資料の作成あるいは事後評価に
用いることも出来る。

(2) 海洋・海氷モデル
海洋・海氷モデルには、気象研究所で開発された気象
研究所共用海洋モデルMRI.COM(Tsujino et al. 2017)

を利用する。モデルの基本バージョンには開発時点の
最新版であった v4.6を利用した。MRI.COMはブジネ
スク近似を施したプリミティブ方程式を有限差分法で
解いている。CPS3 では、CPS2 と同様に水平座標に
全球三極座標を採用しつつ、その解像度を東西 0.25◦×
南北 0.25◦（渦許容解像度）まで引き上げた。鉛直座標
には、急峻な海底地形に沿う流れがより精緻に再現で
きる z∗座標 (Adcroft and Campin 2004)を採用した。
海氷モデルでは、CPS2と同様に海氷厚で分類した 5

つのカテゴリーの海氷の移流や生成・成長・融解を扱
う (Tsujino et al. 2017)。
図 4.11.3は、1999年 12月頃の太平洋熱帯域東部の

SSTを解析と予報で比較したものである。この年はラ
ニーニャ現象が発生していたことから、赤道湧昇に伴
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図 4.11.3 1999年 12月 22-26日の 5日平均海面水温 [◦C]。
(a) 海面水温解析値には Merchant et al. (2014) を利用。
(b)CPS3および (c)CPS2は予測 11-15日目。

う低温域と熱帯不安定波 (TIW)に伴う冷水の南北蛇行
が平年より明瞭に見られ、海洋モデルが高解像度化し
たCPS3ではそうした SSTの微細構造をより現実的に
再現できる (Karnauskas et al. 2007; Graham 2014)よ
うになっている。TIWはその蛇行を通じて赤道とその
南北の熱交換を促進する働きがあり、ENSO発生時に
は太平洋赤道域の SSTに対して負のフィードバックを
もたらす (Vialard et al. 2001; An 2008)ことが報告さ
れているため、CPS2に見られた ENSOの過発達バイ
アスの抑制にも高解像度化の効果が及ぶことが期待さ
れる。

(3) 予測初期値
大気・地表面初期値
再予報時には、大気初期値に JRA-3Qを利用する。
一方、現業運用時の JRA-3Qの計算開始時刻は解析対
象時刻より 1日以上遅れることから、CPS3は現業運
用時の計算開始時間の前倒しのため、より早く解析を
行うGAを利用する。再予報と現業で一貫しない初期
値を用いることになるが、大気初期値の違いによる季
節予報への影響は小さいことを事前に確認している。
地表面初期値は、予報モデルに用いるものと同じ仕様
のオフライン地表面モデルを大気解析値（遅延解析は
JRA-3Q、速報解析は GA）で駆動して作成する。こ
れによりバージョンや解像度の不一致による予報初期
ショックを避け、CPS3 のみに導入されている湖面ス
キームや SST 日変化スキームの初期化を可能にして
いる。

海洋・海氷初期値
CPS3の海洋初期値は、新全球海洋データ同化システ
ムMOVE/MRI.COM-G3で作成されている。気象庁
数値予報開発センターにおいては対象とする現象に応

じてMRI.COMとMOVE(Usui et al. 2006)を利用し
た海洋データ同化システムを複数運用しているが、この
うち 3代目の全球同化システムをMOVE/MRI.COM-

G3（MOVE-G3）と呼んでいる。表 4.11.2に、旧全球海
洋データ同化システムMOVE/MRI.COM-G2 (Toyoda

et al. 2013, MOVE-G2)との主な仕様の違いを示す。以
下では、これら変更のうち主要なものを順に説明する。
まず着目すべき点として、4次元変分法（4D-Var）の
導入と、それに伴い 2つの解像度のモデルを導入した
ことが挙げられる。CPS3の開発にあたっては予報モデ
ルの海洋部分を高解像度化したため、予報モデルに初
期値を提供する海洋データ同化においても予報モデル
と同じ 0.25◦のモデルを用いる必要があった。その一方
で、気象研究所で開発されたMRI.COMのアジョイン
トモデル及び海洋 4D-Varの活用により流れに依存す
る背景誤差共分散を考慮し、観測をより適切に利用す
ることも望まれた。予報モデルの高解像度化と 4D-Var

の導入という計算機負荷の大きな 2つの変更を両立す
るため、まず 1◦×0.3-0.5◦の低解像度モデルで 4D-Var

を行い (G3A)、次にその水温・塩分場を Incremental

Analysis Updates (IAU; Bloom et al. 1996) と呼ばれ
る手法で 0.25◦の高解像度モデルに与える (G3F)とい
う二段構えのシステムを採用した。これらは領域海洋
同化で既に導入されている現業運用実績のある手法で
ある (Usui et al. 2015)。この手法により、4D-Varの
反復計算にかかる計算機資源を抑えつつ、0.25◦モデル
により直接 3次元変分法（3D-Var）を行う場合よりも
精度を向上させることが出来る。G3Aと G3Fの設計
思想は、大気の 4D-Varに使われているインナーモデ
ルとアウターモデルの関係に近く、モデル初期値の解
像度変換を行わない1ため、それに伴う計算不安定等を
生じないという利点がある。
ここで、新旧システムの海洋再解析精度を評価したも
のを図 4.11.4に示す。この図から、多くの海域でG3A

においてMOVE-G2より誤差が減少していることが分
かる。特に SSTや南大洋の 100m深水温で顕著な改善
が見られており、同化される面的 SSTプロダクトの変
更や 4D-Varの導入がこれに寄与していると考えられ
る。一方で、沿岸域や海氷縁など局所的に誤差が増加
している原因の調査は今後の課題である。
もう一つの大きな改良点としては、海氷密接度同化
の導入が挙げられる (Toyoda et al. 2011, 2016)。海氷
の予報初期値について、CPS2ではデータ同化システ
ムを持たなかったため、予報－予報サイクル（水温・
塩分のみを解析したMOVE-G2内のモデル予報値）を
使用していた。また、大気強制力として使用していた
JRA-55(Kobayashi et al. 2015) の海面下向き短波放
射フラックスが過大だったことから、衛星観測に合わ
せるように経験的な補正を加えて同化に用いていた。

1 2種類のトラジェクトリを持つ点が大気の 4D-Varと異な
るが、トラジェクトリ間の乖離は大きくない。
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表 4.11.2 全球海洋データ同化システムの仕様

システム名 MOVE-G2
MOVE-G3

G3A
(低解像度 4D-Var）

G3F（高解像度
ダウンスケーリング）

運用開始 2015 年 6 月 2022 年 2 月
支配方程式 自由表面のプリミティブ方程式を有限差分法で解く
水平解像度 1◦(経度)×0.3-0.5◦(緯度) 1◦(経度)×0.3-0.5◦(緯度) 0.25◦(経度)×0.25◦(緯度)
鉛直解像度 52 層＋海底境界層 60 層＋海底境界層 60 層

観測データ 水温（海面及び海中）、
塩分、海面高度

水温（海面及び海中）、塩分、
海面高度、海氷密接度 海氷密接度

同化される
面的 SST プロダクト

COBE-SST
(Ishii et al. 2005)

MGDSST
(栗原ほか 2006)

-

解析手法 3D-Var/FGAT と IAU 4D-Var と IAU G3A の水温・塩分に IAU
海氷同化 - 密接度 3D-Var と IAU
大気強制力 JRA-55 JRA-3Q と全球速報解析

解析ウインドウ 10 日 10 日（IAU 期間 5 日
＋同化期間 5 日） 5 日

初期値作成頻度 5 日毎に 5 メンバー
（2 ストリーム）

毎日 5 メンバー
（5 ストリーム）

初期値摂動作成手法 大気強制力に成長モード
育成による摂動を与える

4D-Var の探索履歴から
解析誤差共分散を近似

摂動を含む G3A の
水温・塩分に IAU

実行形態
速報解析と遅延解析

それぞれ約 2 日と約 33 日の
観測データカットオフ

速報解析と遅延解析
それぞれ約 6 時間と約 4 日の
観測データカットオフ

MOVE-G3では、気象庁で衛星観測を元に解析された
海氷密接度データ (Matsumoto et al. 2006) を 3D-Var

で同化することにより、海面フラックス補正を必要とせ
ず、さらに観測された海氷場に関する情報を解析値に
反映できるようになった。3D-Varにより求められた海
氷密接度インクリメントは、水温や塩分と同様に IAU

によりモデル積分中に与えられる。変分法における解
析変数は海氷密接度のみであるが、IAUによる海氷密
接度修正に伴って、海氷厚、海面塩分・水温、同化ウ
インドウ中の前方積分に用いる気温などにも修正を加
えている。ここで、海氷密接度の 3D-Var及び IAUは
G3Aと G3Fのそれぞれで独立に行っている。
新たに導入された海氷密接度同化の効果を示すため、
図 4.11.5に新旧システムによる海洋再解析の海氷域面
積偏差の推移を示す。ここで、検証に用いた気象庁全
球日別 SST解析 (MGDSST; 栗原ほか 2006)の海氷密
接度はMOVE-G3に同化されたのと同じものであり対
等な比較でないことに注意が必要であるが、海氷密接
度同化の導入により海氷域面積の年々変動や季節変動
がより良く表現できるようになったことが分かる。
実行形態と初期摂動作成手法にも変更が施されてい
る。MOVE-G2では、一回の解析で 10日進む解析サイ
クルを 2系統実行することで 5日おきに速報解析（予
測初期値の作成）を行っていたのに対し、MOVE-G3

では一回の解析で 5日進む解析サイクルを 5系統実行
することで毎日速報解析を行っている。また、MOVE-

G3では大気強制力に JRA-3QとGAを併用している。
均質性に優れる前者を遅延解析に、即時性や大気初期
値との整合性に優れる後者を速報解析に利用すること
で、再解析からの一貫性を保ちつつ、実時間からおよ
そ 6時間遅れで海洋モデル初期値を提供できるように
なった（MOVE-G2ではおよそ 60時間遅れ）。さらに、
MOVE-G3では後述の手法により、毎日 5メンバーの
異なる海洋初期値を作成している。

図 4.11.4 海洋再解析の精度評価。新旧システムによりArgo
フロート（現場観測）の 2 割を同化しない再解析実験を
2005-2014年の期間で行い、同化しない観測により水温解析
の二乗平均平方根誤差 (RMSE)を評価したもの。上段: 1m
水温（SST）、下段: 100m水温。左列はMOVE-G3(G3A)
の水温 RMSE [K], 右列は旧システム MOVE-G2 を基準
とした RMSEの増減率を示している（青が改善）。

(4) 初期摂動
大気モデル初期摂動の作成手法
大気モデルの初期値には、メンバーごとに異なる初
期摂動を付加して初期値の不確実性を表現する。CPS3

では BGM 法（Breeding of Growing Mode 法; Toth

and Kalnay 1993; Chikamoto et al. 2007）に基づい
て、北半球 (20◦-90◦N)、熱帯 (20◦S -20◦N)および南半
球 (20◦-90◦S)の各領域の上位 2つの成長モードを育成
し、それらを組み合わせて初期摂動パターンを作成す
る。摂動の成長は北・南半球は 500hPa高度を、熱帯は
200hPaの速度ポテンシャルを用いて評価する。大気初
期値の解析精度（不確実性）は長期的に改善（縮小）し
ているものの、簡素化のため初期スプレッドの規格化
の割合は再予報から現業予報まで一定とする（500hPa

高度は気候学的変動の 14.5%、200hPa速度ポテンシャ
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(a) 北半球 MOVE-G3(G3F)

(b) 北半球 MOVE-G2

(c) 南半球 MOVE-G3(G3F)

(d) 南半球 MOVE-G2

図 4.11.5 全球海洋再解析における海氷域面積偏差（106

km2）の時系列。赤線は海洋データ同化システム、黒線
はMGDSSTの値で、各パネルの右側には各解析の季節変
動（月別気候値）を示してある。

ルは 20%）。

海洋モデル初期摂動の作成手法
海洋初期値には、解析誤差共分散行列を近似する摂動

(藤井ほか 2022)を初期値に加える。MOVE-G3(G3A)

の 4D-Varで利用する準ニュートン法では、制御変数
の値をずらし、その時の評価関数の勾配を求める反復
計算を繰り返す。その際に得られる制御変数のずれと
勾配のずれを表すベクトルから解析誤差共分散行列の
上位固有値・固有ベクトルの組の近似値を求めること
が出来る。CPS3では、インパクト実験の結果を踏ま
えて摂動の大きさが解析インクリメントの 0.5倍とな
るようにスケーリングした固有ベクトルを組み合わせ
て初期摂動を作成する。

(5) 現業運用スケジュール
CPS3の現業運用スケジュールは、CPS2から大きく
変更されている。CPS2の予測計算の実行頻度は 5日間
に一度で、1初期日あたりのメンバー数は 13であった。
積分計算は実時間から 2日遅れて半旬 3日目に開始さ
れ、4日かけて実施されていた（図 4.11.6）。これに対

図 4.11.6 CPS2および CPS3の予報実行スケジュール。図
中の数字は 1 初期日あたりのメンバー数を、矢印は予測
計算を開始・終了する時刻を示す。CPS2と CPS3の違い
を強調するため、12 月 22 日 00UTC および 12 月 27 日
00UTCを初期値とする予測計算に関わる数字・矢印のみ、
それぞれ赤および緑で描画している。

して CPS3は仕様を大きく見直して、毎日 00UTCか
ら始まる 5メンバーの予測計算を当日のうちに完了さ
せる。この変更は、システムを簡素化して保守・運用を
しやすくするだけでなく、予測結果の利用者にとって
も 5日間隔の制約に縛られずに情報を作成することが
できるよう、利便性の向上を意図したものである。ま
た 2020年 3月より季節アンサンブル予報システムで
予測された SSTは、日々実行される全球アンサンブル
予報システムの下部境界条件（2週目～）としても利
用されている。今回の運用スケジュールの変更により
予測 SSTの時間遅れが短縮され、より高頻度で更新さ
れるようになるため、全球アンサンブル予報システム
の精度向上にも寄与することが期待される。

4.11.3 精度評価
本項では、1991-2020年を対象とする再予報に基づ
いて CPS2 と CPS3 の予測精度を比較する。この再
予報では、CPS2と仕様を揃えて各月の月末半旬初日
とその 15 日前の 00UTC から各 5 メンバー予報を行
う (Takaya et al. 2018)。季節内予測の検証（第 4.11.3

項 (1)）には各初期日の 5 メンバーをそのまま用い、
季節予測の検証（第 4.11.3項 (2)）には各月 2初期日
を合わせて合計 10 メンバーの LAF(Lagged Average

Forecast; Hoffman and Kalnay 1983)アンサンブルを
構成して用いる。以降、「1月初期値の予報」と表現し
た場合のリードタイム 0か月目は 12月 12日と 12月
27日の 10メンバーによる 1月の月平均値となるように
リードタイムを定義する。検証データには、JRA-3Q、
MGDSST、NOAA OLR(Liebmann and Smith 1997)

および GPCP v2.3(Adler et al. 2018)を利用する。

(1) 季節内予測
季節内変動の予測を見ると、特にマッデン・ジュリア
ン振動 (MJO)の改善が顕著である（図 4.11.7）。CPS2
では、予測初期に見られるインド洋中部～東部の対流
活発位相が同じ経度帯で持続しやすいバイアスがあっ
た。これによりMJOの東進も不明瞭になる傾向があっ
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(a) NOAA OLR (b) CPS3

(c) CPS2

図 4.11.7 インド洋域 (Phase-3)にMJOの対流活発域の初
期位相があるときの大気上端外向き長波放射量 (OLR)ラ
グ時間合成図（全季節）。横軸は経度、縦軸は予報時間 [日]。
位相の定義はWheeler and Hendon (2004)に従う。

たが、CPS3では対流活発域やそれに引き続く不活発
域の東進を良く表現できるようになっている。全季節・
全位相で合算したMJO指数の相関係数（図略）による
と、CPS2は 0.5以上のスコアをリードタイム 21日目
まで維持していたのに対し、CPS3はこれを 27日目ま
で延長している。そのほかブロッキング現象の出現頻
度バイアスにも改善が見られる（図 4.11.8）。CPS2と
比較すると、特にヨーロッパのブロッキングの頻度過少
バイアスが大きく軽減されており、大気モデルの水平・
鉛直高解像度化がバイアス改善に効果があるとする先
行研究と整合的である (Anstey et al. 2013; Schiemann

et al. 2017; Berckmans et al. 2013)。ただし、それらの
研究で指摘されている高解像度化による高周波擾乱や
大規模山脈の地形効果の表現向上以外にも、CPS3に
ついては地形性重力波抵抗スキームの刷新をはじめと
する物理過程の精緻化も改善に寄与した可能性がある。

(2) 季節予測
気象庁はエルニーニョ・ラニーニャ現象の指標と監
視・予測に NINO.3(150◦-90◦W, 5◦S-5◦N)領域で平均
した SSTを利用している。図 4.11.9は、5月初期値の
NINO.3領域に対する予測 SST偏差を解析と比較した
ものである。CPS2には初期値に与えられた ENSO初
期シグナルを過度に発達させて大外しに至る事例が多
いことが課題となっていた。図示された事例のうち例
えば 2010年代に着目すると、CPS2には直近数か月の
変化傾向を外挿したような大外しがよく見られるが、
CPS3は同じ事例を対象とする予報で大外しを軽減で
きていることが分かる。その一方、1997年や 2015年の
ような大振幅のエルニーニョは適切に予測できている
ことから推察されるように、CPS3はこれまでより多様
な ENSOを表現できるようになっており、不完全なが
ら事例に応じた予測スプレッドの変動も表現できるよ
うになっている。ENSOの単調な発達を避け、多様な

(a) JRA-3Q (b) CPS3

(c) CPS2

図 4.11.8 (a)JRA-3Q のブロッキング高気圧の出現頻度気
候値、(b)CPS3 および (c)CPS2 の JRA-3Q との差。ブ
ロッキングの定義は Scherrer et al. (2006)の方法を用い
る（詳細は新保 (2017)を参照）。1991-2020年の 11-2月、
リードタイム 4-27日目 (7日平均の中心日)を対象として
いる。出現頻度気候値を示す等値線（黒線）の間隔は 0.05
で、0.05以上を描画。本手法では 75◦N以北の値は定義し
ない。

予測結果を表現できるようになった要因として、海洋初
期値の改善や、モデルの性能改善が複合的に寄与して
いると考えられる。図 4.11.7で確認したように、MJO

については対流活発域が特定の経度帯にとどまる誤差
が軽減し、ENSOに対してより多様な海上風強制をも
たらすことができるようになっている。また、ENSO

に対する負のフィードバックとして寄与するプロセス
に着目すると、海洋モデル高解像度化によるTIWの表
現改善や、浅い積雲や層積雲スキームの変更等による
負の短波放射フィードバック (Chiba and Kawai 2021)

の改善が ENSO過発達の抑制に寄与していると考えら
れる。NINO.3予測 SSTとMGDSSTとのアノマリー
相関係数（図 4.11.10）は有意では無いものの改善傾向
であり、二乗平均平方根誤差 (RMSE)については全て
のリードタイムで有意に改善している。予測のスプレッ
ドには過少傾向は見られるものの、スプレッドの変化
幅に対してRMSEの縮小幅の方が大きいことから、ア
ンサンブル予報システムとしての性能の目安であるス
プレッド－スキル比は改善している。特にリードタイ
ム 0か月目については、RMSEの縮小とスプレッドの
拡大がともに有意であり、海洋初期値の精度向上（図
4.11.4）や CPS3で新たに導入した海洋摂動が寄与し
ていると考えられる。なお、別途行った 3D-Varおよ
び 4D-Var 海洋解析値による予報精度比較実験では、
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図 4.11.9 NINO.3領域平均 SST偏差時系列。(a)CPS3および (b)CPS2による、各年の 5月初期値（4月 11日および 26日
を初期値とする 10メンバー LAF）のリードタイム 0-6か月目（5-11月）の予測。黒線はMGDSST、赤細線は各メンバー、
青線はアンサンブル平均。
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図 4.11.10 (a)CPS3（赤）および CPS2（黒）とMGDSST
との NINO.3 SSTのアノマリー相関係数, (b)二乗平均平
方根誤差（実線）およびスプレッド（破線）。再予報（1991-
2020年の各月初期日から計 360事例を抽出）に基づく。実
線は 1000回のブートラップ試行の平均値を、エラーバー
は 95%信頼区間を示す。

特にリードタイム 1か月目程度まで 4D-Var化による
RMSE縮小が有意に見られている。
ENSO発生時の典型的な大気海洋変動パターンを確
認するため、図 4.11.11にNINO 3.4(170◦-120◦W, 5◦S-

5◦N)領域平均 SSTに回帰した SST、降水量および海
面気圧の分布を示す。解析の SST を見ると、再予報
の対象となった 1991-2020年では ENSOが中部太平洋
を中心に変動する傾向があることが分かる。その一方
で、CPS2には東部太平洋に変動の中心が偏り、また
降水偏差を伴って大きく変動するバイアスが見られる
が、CPS3は不十分ながらこのバイアスを改善してい
る。またフィリピン付近の低 SST偏差と高気圧偏差の
対についてもより明瞭に表現できるようになり、解析
に近づいている。

(a) MGDSST, GPCP, JRA-3Q (b) CPS3

(c) CPS2

図 4.11.11 北半球冬季（12-2月）のNINO 3.4平均領域 SST
に回帰した SST（陰影; K）、降水量（黒線）、海面気圧（青
線）の回帰係数。1991-2020年 11月初期値の再予報の統計
に基づく。等値線は、降水量は-5, -3, -1, 1, 3, 5[mm/day]
に、海面気圧-1.2, -0.8, -0.4, 0.4, 0.8, 1.2[hpa]に描画（負
の値は破線）。

図 4.11.12は、季節予報の主要予測指標の一つであ
る 2m気温のアノマリー相関係数を新旧システムで比
較している。ここでは、現業季節予報の発表形態に合
わせて、3か月予報（各月初期値のリードタイム 1-3か
月目）、暖候期予報（2月初期値のリードタイム 4-6か
月目（6-8月））および寒候期予報（9月初期値のリー
ドタイム 3-5か月目（12-2月））に相当するリードタ
イムの結果を示している。対象とする季節によって傾
向に差があるものの、どの初期月についても同等～改
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図 4.11.12 北半球域 (20◦-90◦N)で平均した CPS3（赤）お
よび CPS2（黒）と JRA-3Qとの 2m気温アノマリー相関
係数

(a) CPS3 (b) CPS3-CPS2

図 4.11.13 (a)CPS3における 2m気温のアノマリー相関係
数および (b)CPS3と CPS2のアノマリー相関係数の差。

善傾向を示しており、特に北半球の夏（6-8月）から秋
（9-11月）にかけての予報については一貫したスコア
改善が見られる。スコアの水平分布を確認するため、8

月初期値の秋を対象とするアノマリー相関係数の分布
（図 4.11.13）を確認すると、熱帯域海洋上では太平洋
中部～東部やインド洋でスコアが中立～改善となって
おり、インド洋ダイポール現象や ENSOに伴う大気海
洋変動の予測精度が高まっていることを示唆する。一
方、北極海を見るとカラ海やラプテフ海などの海氷縁
が位置する緯度帯でも明瞭な改善が見られる。CPS3

では、氷上アルベドスキームの改良や、予測初期にお
いては海氷密接度データ同化の導入なども寄与して海
氷予測精度が大きく改善されたこと別途確認しており、
海氷密接度とともに変動する 2m気温の予測にもその
影響が表れたと考えられる。陸域では、熱帯域のアフ
リカ大陸赤道域やアマゾン域、中高緯度大陸上でも中
立～改善傾向であり、陸面・湖面過程の精緻化が改善
に寄与した可能性がある。

4.11.4 まとめと今後の課題
本節では CPS3の仕様と再予報に基づく精度評価結
果について報告した。最新の長期大気再解析 JRA-3Q

の利用に加えて、海洋データ同化には 4次元変分法を
導入し、海氷データ同化を新規導入したことなどによ
り予報初期値の品質が向上した。モデルの高解像度化

や物理過程の精緻化も加わり、MJOやブロッキング高
気圧などの季節内変動から、エルニーニョ現象に至る
季節規模の現象まで、幅広い時間スケールの変動の表
現が改善した。また現業運用スケジュールを見直した
ことにより、これまでより予測情報を利用しやすくなっ
た点は精度に陽に表れない改善である。
今後、CPS3を季節内規模の予測にも対応できるシ
ステムとするには、1実行あたりのアンサンブルメン
バー数の増強の他、大気と海洋が相互作用せずに解析
されていることやモデル仕様の違いに起因する予報初
期ショックを軽減していく必要がある。また、季節規
模の予測のさらなる改善には、CPS3では固定されて
いるオゾン濃度分布の変動を考慮するなど、新たな予
測可能性を抽出し、実現可能なものからシステムに組
み込んでいくことが必要である。今後も引き続きこう
した開発課題への取り組みを進めることによって予測
精度の向上を図るとともに、より利活用しやすいシス
テムとなるよう改善を積み重ねる予定である。
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4.12 気象庁第 3次長期再解析 (JRA-3Q)の本計算
進捗

4.12.1 はじめに
当庁はこれまで、第 1次 (JRA-25; Onogi et al. 2007)

（2005年度完成）及び第 2次 (JRA-55; 古林ほか 2015)

（2012年度完成）長期再解析を実施してきた。長期再
解析の目的は、季節アンサンブル予報システム (季節
EPS)等の各種数値予報モデルの開発及び精度評価、地
球温暖化等の気候監視や異常気象分析業務等に利用可
能な、長期間の均質で高品質な気候データセットの作
成及び提供である。
数値予報課では、現在、長期再解析データの期間延長
と品質向上を図るため、1940年代末以降を対象とする気
象庁第 3次長期再解析 (JRA-3Q; Japanese Reanalysis

for Three Quarters of a Century)(気象庁 2021)を実
施している。JRA-3Qでは、現行の JRA-55以降の現
業全球数値解析予報システム及び海面水温解析の開発
成果や、国内外の気象機関等によるデータレスキュー、
衛星運用機関による衛星データの再処理による過去の
観測データ拡充の成果等を活用している。
JRA-3Qは、2014年度から本計算に向けた準備（実
行システム構築、観測データ取得・整備、予備実験等）
を進め、2019年 8月から本計算を開始し、2021年 5月
には 1990年代～現在まで（ストリーム A）の本計算
が完了した。引き続き、1960年代～1980年代（スト
リーム B）及び 1940年代末～1950年代（ストリーム
C）の本計算を実施中である。JRA-3Qの品質評価に
ついては、気象研究所気候・環境研究部第一研究室と
協力して進めている。
JRA-3Qで用いるデータ同化システムと境界条件及
び強制場の概要、ストリーム A 期間に利用する観測
データの概要等については気象庁 (2021)で報告したと
おりである。本稿では、ストリーム B及びストリーム
C期間に利用する観測データの概要（第 4.12.2項）及
び既に計算が完了した期間（本稿執筆 2021年 12月時
点でストリーム A期間は完了、ストリーム B期間は
1987年まで、ストリーム C期間は 1954年まで）の品
質評価結果（第 4.12.3項）を述べる。

4.12.2 ストリームB及びストリームC期間に利用
する観測データの概要

ストリームB期間の観測データは、JRA-55で整備し
た観測データセット (古林ほか 2015)を基本としつつ、
再較正により均質性が向上した衛星データ等、JRA-55

実施以降に新たに利用可能となった観測データセット
を可能な限り収集して利用している（表 4.12.1）。
ストリーム C期間については、気象庁再解析では初
めて対象とする期間であることから、同期間の本計算
実施に向けて以下のデータソースから観測データの収
集・整備を行った（表 4.12.1）。

地上観測については、ハドレーセンター地上観測
データセット HadISD v3.1.0.201911p(Dunn 2019)か
ら取得した。このデータセットは、米国環境情報セン
ター (NCEI)の地上観測データセット ISD(Smith et al.

2011)から長期間観測を行っている地点を抽出し、品質
管理が行われたものである。海上観測については、包括
的海洋-大気データセット ICOADSリリース 3.0(Free-

man et al. 2017)から取得した船舶及びブイによる海
上気象観測データを利用した。加えて、米国海洋大気
庁 (NOAA)／環境科学共同研究所 (CIRES)の 20世紀
再解析等の入力データとして利用されている地表面気
圧観測データバンク ISPDバージョン 4(Compo 2019)

も取得した。
高層観測については、NCEIが収集・整備を行って
いる全球ラジオゾンデアーカイブ IGRA バージョン
2(Durre et al. 2016) から取得した。加えて、国際地
球観測年（1957～1958年）以前の期間の高層観測デー
タのデータレスキューによりデジタル化されたデータ
を収録した CHUANバージョン 1.7(Bronnimann and

Stickler 2013)も取得したが、IGRAバージョン 2との
重複データの特定・除去が困難であることが分かった
ため、重複がないことを確認できた国内地点のみを利
用することとした。
これらのデータセットに収録されている国内観測地
点数は、特にストリーム C前半において非常に少ない
ことから（例えば、国内高層観測は 1947年には 10を
超える地点で開始されていたが、IGRAバージョン 2

で 1947 年まで遡れるのは 2 地点のみ）、気象研究所
で観測原簿からデジタル化された国内 9地点の地上観
測データ及び館野のラジオゾンデ観測データを追加し
た。加えて、利根川・荒川決壊で東京など関東平野に
大きな被害をもたらしたことで知られるカスリーン台
風（1947年 9月）について、本事例の調査・研究に資
するよう解析精度向上を図るため、前後の期間（1947

年 7 月～10 月）の国内ラジオゾンデ観測を高層月報
(Central Meteorological Observatory 1948)からデジ
タル化して追加した。

4.12.3 計算完了期間の品質評価結果
(1) 2日予報スコア
図 4.12.1 と図 4.12.2 はそれぞれ、北半球及び南半
球の中・高緯度 500hPa高度 2日予報と熱帯域対流圏
上層及び下層の風ベクトル 2 日予報について、JRA-

3Q、JRA-55、JRA-25及び現業全球データ同化システ
ムの二乗平均平方根 (RMS)誤差を示している。気象庁
(2021)で述べたとおり、予報スコアの良い順に JRA-

3Q、JRA-55、JRA-25となっており、データ同化シス
テムの着実な性能向上、及び、再処理衛星データの取
得・利用等による観測データの拡充・品質向上の効果
が認められる。他方、前衛星期間（1972年以前）の南
半球中・高緯度及び熱帯においては、JRA-55と同様に
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表 4.12.1 ストリーム B及びストリーム C期間に用いる観測データソース。無地のセルで示された観測データは JRA-55で用
いたものから新たに追加、又は再較正・再処理されたもの、陰影のセルで示された観測データは JRA-55で用いたものと同
じものである。

データ提供元
データ種別、及びデータ提供元による識
別名 利用期間 備考

従来型データ

NOAA/NCEI
ICOADS R3.0 ～1957 年 12 月 Freeman et al. (2017)

IGRA V2 ～1957 年 12 月 doi:10.7289/V5X63K0Q

NOAA/CIRES ISPD V4 ～1957 年 12 月 doi:10.5065/9EYR-TY90

ハドレーセンター HadISD v3.1.0.201911p ～1957 年 12 月 Dunn (2019)

NCAR
CHUAN V1.7（国内地点のみ利用） ～1957 年 12 月 doi:10.5065/AHPM-FC10

積雪深（米国） 1957 年 11 月～ doi:10.5065/B6MM-RS76

ECMWF 1958 年 1 月～ Uppala et al. (2005)

気象庁

1961 年 1 月～

ラジオゾンデ（国内地点） 1947 年 7 月～10 月
高層月報 (Central Meteorological Ob-
servatory 1948) からデジタル化

ドロップゾンデ（伊勢湾台風周辺） 1959 年 9 月 21 日～26 日 JMA (1961) からデジタル化

気象研究所石井正好氏
地上観測（稚内、札幌、函館、新潟、東
京、神戸、潮岬、福岡、鹿児島） ～1957 年 12 月 観測原簿からデジタル化

気象研究所釜堀弘隆氏 ラジオゾンデ（館野） ～1949 年 12 月
科研費基盤研究 S 26220202

観測原簿からデジタル化

RIHMI 積雪深（ロシア） 1950 年 1 月～
http://meteo.ru/english/climate/
snow.php

中国地面気象記録月報 積雪深（中国） 1971 年 1 月～ 印刷物からデジタル化
IMH 積雪深（モンゴル） 1975 年 1 月～

熱帯低気圧ベストトラック
NOAA/NCEI IBTrACS v03r05 ストリーム C 及び B 全期間 Knapp et al. (2010)

気象庁 1951 年 2 月～

衛星輝度温度

ECMWF
VTPR 1973 年 1 月～1979 年 2 月

Uppala et al. (2005)
HIRS 及び SSU 1978 年 11 月～

NOAA/NCDC SSM/I 1987 年 6 月～
NOAA/NCEI MSU CDR V1.0 1978 年 11 月～ doi:10.7289/V51Z429F

NOAA/CLASS SSM/I 1987 年 7 月～

EUMETSAT CM SAF SSM/I FCDR E3 1987 年 7 月～
doi:10.5676/EUM SAF CM/
FCDR MWI/V003

AMV

ECMWF Meteosat, GMS, GOES 1979 年 1 月～ Uppala et al. (2005)

気象庁気象衛星センター
再処理 GMS 1979 年 1 月～1979 年 11 月
再処理 GMS-3～-4 1987 年 3 月～

EUMETSAT 再処理 Meteosat-2～-4 1982 年 5 月～ van de Berg et al. (2001)

観測システムの拡充に反して予報スコアが徐々に悪化
する傾向が見られており、この期間の観測システムの
もとでのデータ同化システムの性能には依然として課
題があることを示唆している。

(2) ラジオゾンデ観測データに対する背景値の適合度
図 4.12.3は、JRA-3Q、JRA-55及び JRA-25で使用
したラジオゾンデ気温観測について、30、250、500、
850hPaにおける対背景値 D値（観測値－背景値）の
全球平均及び RMSの時系列の比較を示している。気
象庁 (2021)で述べたとおり、JRA-3Qでは、JRA-55

で見られた対流圏上層の高温バイアスが大幅に解消し
ているほか（図 4.12.3(c)）、対流圏下層の低温バイア
スが緩和していることも分かる（図 4.12.3(g)）。また、
対流圏におけるラジオゾンデ気温観測との整合性につ
いては、JRA-3Qは 1980年代以降において JRA-55と
比べて非常に良くなっている。
他方、成層圏においては、JRA-3Qでは特に大規模
火山噴火後の 1982年（エルチチョン火山）や 1991年
（ピナツボ火山）に D値平均値の増大が見られるほか
（図 4.12.3(a)）、対流圏中層においても、1970年代以
前のラジオゾンデ気温観測との整合性に JRA-55と比
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図 4.12.1 JRA-3Q、JRA-55、JRA-25及び現業全球データ
同化システムの 500hPa高度 2日予報 RMS誤差。検証対
象はそれぞれの解析値。値は直前の 12か月間の平均値を
表す。(a)北半球中・高緯度、(b)南半球中・高緯度。

べて若干の改悪が見られる。これらの要因としては、
JRA-3Qでは現在の充実した観測システムに対して最
適化された水平相関距離が短い背景誤差共分散を利用
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図 4.12.2 JRA-3Q、JRA-55、JRA-25及び現業全球データ
同化システムの熱帯域風ベクトル 2日予報 RMS誤差。検
証対象はそれぞれの解析値。値は直前の 12か月間の平均
値を表す。(a)250hPa、(b)850hPa。

しているため、観測データの少ない過去期間において
モデルバイアスを十分に拘束できない場合があり得る
ことが推測される。水平相関距離の違いが観測データ
のインパクトに及ぼす影響については、今後、詳細な
調査が必要と考えられる。
1940年代は D値平均値・RMSともに大きいが、こ
の期間の観測データ数が非常に少なく、特に高層観測
が北半球の一部地域しか存在しないことにより、背景
値の精度が低いことに加え、統計的ばらつきが大きい
ことも要因の一つと考えられる。

(3) 対流圏下層から下部成層圏の全球平均気温時系列
図 4.12.4は、対流圏下層から下部成層圏までの 4層
の気温偏差を 82.5 ° N～82.5 ° Sの領域で平均したもの
について、JRA-3Qの月別時系列と、JRA-25、JRA-55

及び独立な観測データセットのものとの比較を示して
いる。独立な観測データセットとして、ここでは、ハド
レーセンターのラジオゾンデ気温プロダクト (HadAT2;

Thorne et al. 2005) とリモートセンシングシステム
(RSS)のMSU及びAMSUマイクロ波探査計気温デー
タ V4.0(Mears and Wentz 2016, 2017)を用いる。
JRA-3Qの全球平均気温では、(2)で述べた要因によ
り、大規模火山噴火後の成層圏の昇温量が小さい傾向は
あるが、その他の点では、HadAT2やRSS V4.0と非常
によく似た変動が再現されている。特に、JRA-55では
過少だった下部成層圏気温の下降トレンドが JRA-3Q

ではHadAT2とほぼ同等になっている（図 4.12.4(a)）。
その要因としては、JRA-55では 1978年以前のオゾン
データが月別気候値であったのに対し、JRA-3Qでは全
期間についてMRI-CCM2(Deushi and Shibata 2011)

により作成されたオゾン再解析データを利用している
こと、ラジオゾンデ気温観測のバイアス補正を JRA-55

ではRAOBCORE V1.4(Haimberger et al. 2008)及び

V1.5(Haimberger et al. 2012) に基づいて行ったのに
対し、JRA-3Qでは RISE(RICH with solar elevation

dependent) v1.7.2(Haimberger et al. 2012) に更新し
たことが考えられる。

(4) 熱帯低気圧
JRA-3Q で用いる熱帯低気圧ボーガスについては、

JRA-55と異なり、気象庁の北西太平洋用の台風ボー
ガス作成手法 (JMA 2019)を用いており、同手法を全
領域に適用できるように拡張したうえで、熱帯低気圧
ボーガスを自主作成し利用している (気象庁 2021)。
図 4.12.5 は JRA-3Q、JRA-55 及び ECMWF 再解析
ERA5(Hersbach et al. 2020)における領域別の熱帯低
気圧検出率の比較を示している。JRA-55では、熱帯低
気圧周辺風での算出方法の不具合による、解析された熱
帯低気圧強度の不自然な長期変化傾向により、1990年
代以降、検出率が低下していることが分かる。JRA-3Q

では、前述の熱帯低気圧ボーガス作成手法に変更した
ことにより、2010年代初めまでは概ね 90%以上の検出
率を維持しており、熱帯低気圧解析の一貫性が大幅に
改善している。
しかしながら、2013年以降の期間については、北西
太平洋以外の領域で検出率の急落が見られる。調査の
結果、以下の原因によるものであることが分かった。
JRA-3Qでは熱帯低気圧ボーガス作成の入力データ
として、2012年まではベストトラック・データベース
IBTrACS(Knapp et al. 2010) v03r05、2013年以降は
国際民間航空機関 (ICAO)に指名された熱帯低気圧ア
ドバイザリーセンターから受信した熱帯低気圧電文を
利用している。このうち、熱帯低気圧電文について、
電文時刻・形式が想定外のものになっていたことや電
文が未受信であったことにより、JRA-3Qで利用され
ない期間があったため、熱帯低気圧解析の品質が低下
した。
上記の熱帯低気圧解析の品質改善のため、2013年以
降の期間について再計算を実施する予定である。

4.12.4 まとめと今後の予定
長期再解析データの期間延長と品質向上を図るため、

1940年代末以降を対象とする JRA-3Q長期再解析を実
施している（本稿執筆 2021年 12月時点でストリーム
A期間は完了、ストリームB期間は 1987年まで、スト
リーム C期間は 1954年まで実施）。JRA-3Qでは、現
行の JRA-55以降の現業全球数値解析予報システム及
び海面水温解析の開発成果や、国内外の気象機関等に
よるデータレスキュー、衛星運用機関による衛星デー
タの再処理による過去の観測データ拡充の成果等を活
用している。これらの成果の活用により、JRA-55から
更にプロダクトの品質が向上していることが 2日予報
スコア及びラジオゾンデ観測データに対する背景値の
適合度による評価等により示された。
他方、大規模火山噴火後の成層圏の昇温量が小さい
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図 4.12.3 JRA-25、JRA-55及び JRA-3Qで使用したラジオゾンデ気温観測対背景値 D値の全球平均、及び RMSの時系列

傾向や、1970年代以前の対流圏中層のラジオゾンデ気
温観測との整合性が JRA-55と比べて若干改悪してい
るといった問題点も明らかになった。これらの要因と
しては、JRA-3Qでは現在の充実した観測システムに
対して最適化された水平相関距離が短い背景誤差共分
散を利用しているため、観測データの少ない過去期間
においてモデルバイアスを十分に拘束できない場合が
あり得ることが推測される。将来の再解析においては、
観測システムへの変遷に対してデータ同化システムを
効果的に適合させるための調整方法について、検討す
べきと考えられる。
熱帯低気圧解析については、JRA-3Qでは気象庁の台
風ボーガス作成手法を用いて全領域で熱帯低気圧ボー
ガスを自主作成し利用することにより、JRA-55と比
べて熱帯低気圧解析の一貫性が大幅に改善した。しか
し、2013年以降の期間については、熱帯低気圧ボーガ
ス作成処理の不備により、熱帯低気圧検出率が急落し
ていることが判明したため、同期間の再計算を実施す
る予定である。
JRA-3Q本計算は、2013年以降の再計算も含め、全
期間を 2022年度中に完了する計画であり、引き続き、
プロダクトの品質評価を進める予定である。
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(a) Western North Pacific (b) Central and Eastern North Pacific (c) North Atlantic

(d) North Indian Ocean (f) South Pacific(e) South Indian Ocean

図 4.12.5 (a)北西太平洋、(b)中部北太平洋及び北東太平洋、(c)北大西洋、(d)北インド洋、(e)南インド洋、(f)南太平洋に
おける JRA-3Q、JRA-55及び ERA5の熱帯低気圧検出率。熱帯低気圧の検出方法は Hatsushika et al. (2006)に準拠し、合
同台風警報センターおよび米国国立ハリケーンセンターのベストラックデータを使用した。（気象研究所 釜堀弘隆氏提供）
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4.13 波浪モデル

4.13.1 はじめに
現在、気象庁では波浪注意報・警報のための基礎とな
る波浪予測を行うための決定論波浪モデルとして、全
球波浪モデルと沿岸波浪モデルを運用している (竹内
ほか 2012)。これら波浪モデルの精度向上に向け、数
値予報開発センターでは 2021年度には

• 全球波浪モデルの高解像度化
• 波浪モデルへの高次移流スキームの導入
• 波浪データ同化での新規衛星観測データの利用

等の開発を行っている。

4.13.2 全球波浪モデルの高解像度化
現在の全球波浪モデルの解像度は 0.5◦（約 55 km）
であるが、これを 0.25◦（約 27 km）にする計画で開発
を進めている。高解像度化によりこれまでの 0.5◦では
十分に解像できていなかった諸島や海峡等が解像でき
るようになり、予測精度が向上することが期待される。

4.13.3 波浪モデルへの高次移流スキームの導入
現在の波浪モデルでは移流スキームとして風上一次
差分を使用しているが、予測精度向上を目指し、数値拡
散が小さく精度の高い移流スキームの利用可能性検討
を行っている。Li (2008) のUpstream NOnoscillatory

advection schemes (UNO)を波浪モデルに実装し、理
想実験等を通じた動作確認を行った。今後は実際の地
形を適用した現実的な波浪予測の実験を行い、インパ
クトを調査していく予定である。

4.13.4 波浪データ同化での新規衛星観測データの
利用

波浪モデルでは初期値作成のため、最適内挿法による
データ同化を行っている。この波浪データ同化では、船
舶、ブイ、波浪計等の現場観測に加えて、地球観測衛星
に搭載の海面高度計で計測された波高データも用いてい
る。現在気象庁の波浪データ同化で使用している衛星観
測データは Jason-3, Saral, Sentinel-3A/B の 4衛星の
データであるが、これら以外に CryoSat-2, CFOSAT,

Sentinel-1A/B, Sentinel-6 等の衛星観測データも各衛
星機関から公開されている。現在未使用の衛星観測デー
タを今後活用していくために、データの収集、観測精
度の確認等を進めているところである。

参考文献
Li, J. G., 2008: Upstream nonoscillatory advection
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4.14 高潮モデル

4.14.1 はじめに
気象庁は、台風や発達した温帯低気圧によって引き
起こされる高潮を予測するため、二種類の高潮モデル
を運用している。一つは日本国内の高潮注意報・警報発
表のための日本域高潮モデル (林原 2011)、もう一つは
WMO高潮監視スキーム (Storm Surge Watch Scheme,

SSWS) に基づき台風委員会メンバー（国および地域）
に高潮予測情報を提供するためのアジア域高潮モデル
である (Hasegawa et al. 2017)。2021年度には、数値
予報開発センターにおいて、これらの高潮モデル改良
に向けた以下の開発を行っている。

• 高潮の早期注意情報の提供に向けた高潮アンサン
ブル予報システムの開発

• 日本域高潮モデルの予報時間延長に向けた開発
• 新しいアジア域高潮モデルの開発

以下では、それぞれの開発内容について述べる。

4.14.2 高潮の早期注意情報の提供に向けた高潮ア
ンサンブル予報システムの開発

気象庁は、警報級の現象が 5日先までに予想される
ときには、その可能性を「早期注意情報（警報級の可能
性）」として発表する。早期注意情報は、現在、雨、雪、
風、波を対象に発表されているが、台風等に伴う高潮
についてもニーズがあることから、数値予報開発セン
ターでは高潮早期注意情報向けに日本域高潮モデルを
用いた高潮アンサンブル予報システムの開発を進めて
いる。現在の日本域高潮モデルでも、台風進路予報の
不確実性を考慮するために、台風時には 6メンバーの
アンサンブル的な予測計算を行っている。しかし、台
風進路の数 10 km程度の違いでも各地域の高潮発生状
況は大きく変わる可能性があることから、現行の 6メ
ンバー予測は 5日先までの高潮発生可能性を予測する
には十分とは言えない。そこで、米国 NOAAが運用
している the probabilistic tropical storm surge model

(P-Surge; Gonzalez and Taylor 2018) を参考に、台風
進路に摂動を与える多メンバーアンサンブル予報の手
法を開発している。P-Surgeではハリケーン予報の不
確実性を考慮するために、(1) ハリケーン進路、(2) 進
行速度、(3) 強度、(4) ハリケーンの大きさ の摂動を
組み合わせ数百メンバーの高潮モデルアンサンブルを
実行する。開発中の高潮アンサンブルでは計算機資源
も考慮し、上記のうち高潮予測に最も影響が大きいと
考えられる (1)台風進路直交方向の摂動を与えた高潮
モデルのアンサンブル予報を実行する。(2)の進行速度
の不確実性については、モデル計算後の後処理にて高
潮モデルで予測した潮位偏差を台風進行速度に応じて
時間をずらした後、別途計算した天文潮位を加算する
ことで考慮する構成で開発を進めている。

4.14.3 日本域高潮モデルの予報時間延長
第 4.4節で報告されている通り、メソ数値予報システ
ムでは 00, 12UTC初期値の予測時間を 78時間に延長
する開発が進められている。日本域高潮モデルについ
ても台風防災向け情報の改善に向け、MSM 78時間予
測を活用し予測時間を 78時間に延長する計画である。

4.14.4 新しいアジア域高潮モデルの開発
(1) 非構造格子有限体積法の導入
現在のアジア域高潮モデルでは、水平解像度 1/30◦

（約 3.7 km）の等緯度経度格子を用いており、有限差分
法による予測計算を行っている。現在の水平解像度は
日本及び各国の海岸地形を解像するのに十分とは言え
ず、高解像度化が望まれる。しかし、同じモデルを用
いて単純に高解像度化すると、膨大な計算機資源が必
要になる。そのため、比較的少ない資源で動作する非
構造格子有限体積法高潮モデルを開発している。非構
造格子を用いることで、沿岸付近は解像度を高く、沖
合は低くし総格子数を抑えることができる。これによ
り、高解像度化と計算効率化の両立を図る。

(2) アンサンブルメンバー増と確率プロダクトの導入
台風予測の不確実性を考慮するために、同モデルで
は大気外力としてGSM予測結果に加えて、全球 EPS

のアンサンブルメンバーからクラスター解析により 5

メンバーを抽出し、合計 6メンバーのアンサンブル予
報を行っている。数日先の台風予報の不確実性に伴う
高潮予測の不確実性を考慮するために、全球EPSの 51

メンバー全てを用いた高潮アンサンブルを実行し、超
過確率等の確率予測プロダクトを提供する計画である。

(3) 台風ボーガス手法の改善
第 3.5節で報告したように、日本域高潮モデルでは
台風ボーガスに陸地の影響考慮や台風のパラメータ計
算手法の改善を 2021年 4月に導入したが、アジア域高
潮モデルでは同改善策はまだ導入されていない。上述
の各種改善と共に、同様の台風ボーガス改善手法をア
ジア域高潮モデルに導入予定である。
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NWS’ Probabilistic Tropical Storm Surge Model.
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4.15 海況監視予測システム

4.15.1 はじめに
気象庁は、日本周辺の詳細な海況・海氷情報提供の
ため 2020 年 10 月から日本沿岸海況監視予測システ
ム（MOVE/MRI.COM-JPN、以下 JPNシステムと記
す）を現業運用している。JPN システムは、気象研
究所にて開発されたMRI.COM (Tsujino et al. 2017;

Sakamoto et al. 2019)および海洋データ同化システム
MOVE/MRI.COM (Hirose et al. 2019)をベースとし
ている。JPNシステムは海洋モデルに加え海氷モデル
も組み込んでおり、海況予測と整合の取れた海氷予測
を行うことが可能である。このことから従来の気象庁
海氷予測モデル (佐藤ほか 1989)に替えて、JPNシス
テムによる海氷予測を海氷予測業務に使用する計画で
ある。一方で、現在の JPNシステムの海氷予測にはオ
ホーツク海南部における密接度や海氷域の過小傾向が
あることから、数値予報開発センターでは気象研究所
と協力して海氷予測改善に向けた開発を行ってきた。
また、JPNシステム中の海洋データ同化 遅延解析1

では大気外力として JRA-55を使用しているが、2021

年 10月からは第 4.12節の通り JRA-3Qが現業運用を
開始されたことから、遅延解析での大気外力を JRA-55

から JRA-3Qに切り替える。
これらの開発項目を合わせた JPNシステム業務化試
験を行い精度検証を行った。本稿ではその概要を報告
する。

4.15.2 改良・変更項目の概要
• 海氷予測改良

– 海洋データ同化で参照する平均海面力学高度
気候値データをMensah et al. (2019)の観測・
研究成果を反映したデータに差し替える。こ
れによりオホーツク海南部での高水温バイア
スが軽減される。

– JPN 海洋データ同化に、海氷下の混合層で
の水温を結氷温度に近づけるように水温修正
量を下方修正する処理を追加。これは、北太
平洋データ同化ではすでに導入されていた処
理を日本域 2kmモデルでの同化にも適用す
るものである。

– 海氷密接度をデータ同化する際に、沿岸海氷
生成域で誤って融解されないようにするため
の陸マスクを導入。

– JPN では海洋データ同化による水温低下に
よって、北海道南東方等で本来発生しないは

1 JPNシステムでは、速報解析と遅延解析の 2つの海洋デー
タ同化を実行している。前者は予測の初期値を作成するため
にリアルタイム性を重視した解析、後者はなるべく多くの観
測値を同化して精度を上げるために過去に遡って実施する解
析のことである。JPNシステムの遅延解析は最大約 50日前
に遡って実施している。

図 4.15.1 JPN解析値 2021年 1月平均水温・塩分・南北流
速 46 ° N鉛直断面。黒の等値線は TEST、緑の等値線は
CNTL、シェードは TEST-CNTL差を表す。

ずの海氷が生じることがまれにあった。これ
を防ぐため、各格子点が一定の条件（水温、
気候値での海氷有無、等）を満たす場合には
水温修正量を加えない処置を追加。

• 遅延解析での大気外力を JRA-55から JRA-3Qに
変更

– 大気外力の更新間隔も JRA-55の 3時間毎か
ら、JRA-3Qに合わせ 1時間毎と高頻度化

4.15.3 業務化試験の結果
2020年 9月～2021年 9月の約 1年間を対象期間とし
て、JPNシステムの遅延解析、速報解析、予測の業務
化試験（以下、TEST）を実行した。なお、海氷改善策
の効果が対象海域であるオホーツク海の水温・塩分場
に波及するための時間を考慮して、遅延解析は 2019年
10月からスピンアップを開始した。対照実験 (CNTL)

としては、現行のルーチン結果を使用した。TESTは
CNTLと比べ、以下の改善および特性の変化が見られ
た。概要を以下に示す。

(1) オホーツク海南部海氷予測改善策の効果
オホーツク海南部での冬季の水温・塩分・海流場は、

TESTで水温・塩分低下、南向きの流れ強化など海氷
の生成・維持に適切な変化となっていることを確認し
た（図 4.15.1）。
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図 4.15.2 2021 年 1 月 JPN 4 日予測 海氷密接度。（上段）
月平均場。左より CNTL、TEST、解析（下段）RMSE。
左より CNTL、TEST、TEST-CNTL差。

図 4.15.3 2021年 1月 18日を初期日とする JPN 1日予測
海氷密接度。（左）CNTL、（右）TEST

2020～2021年冬季の海氷密接度予測について海氷速
報解析 (金子 2007) に対する検証を行い、TESTでは
負バイアス傾向は残るものの、CNTLと比較して負バ
イアスおよび RMSE が減少し精度改善していること
を確認した（図 4.15.2）。上記の傾向は他の月、他の
予測時刻でも同様であり、TESTで改善傾向であった
（図略）。

CNTLでは、実験期間中の 2021年 1月 18日初期日
に北海道南東方（41 ° N、150 ° E付近）に観測にはな
い海氷が生じていたが、TESTではこの海氷生成が想
定通り抑制されていることを確認した（図 4.15.3）。
加えて、オホーツク海南部 (42～48◦N、140～150◦E)

を対象に海氷速報解析を真値とみなした統計検証を行っ
た（図 4.15.4）。各予測対象時間、各月とも RMSEは
CNTLから減少、また、バイアスはCNTLで認められ
ていた 1月、3月の負バイアス傾向が減少する等、全
般的に改善傾向が確認された。
海氷密接度 ≥ 0.05 を閾値とした海氷域のスレット
スコア等の統計検証も行った（図 4.15.5）。捕捉率、ス
レットスコアは CNTL よりも 1 に近づき改善してい
る。また、バイアススコアでは 1, 3月にCNTLで見ら

図 4.15.4 JPN海氷密接度予測統計検証スコア。（左）2021
年 1月、（中央）2月、（右）3月。（上段）RMSE、（下段）
バイアス。図中、赤、青線はそれぞれ TEST、CNTL。

図 4.15.5 JPN海氷域統計検証スコア。7日目予測を評価対
象としている。（左上）スレットスコア、(右上)バイアス
スコア、（左下）捕捉率、（右下）空振り率。図中、赤、青
線はそれぞれ TEST、CNTL。

れた負バイアス (< 1) 傾向が減じて 1に近づき改善傾
向であった。

(2) 遅延解析での大気外力に JRA-3Qを用いた解析結
果の検証

遅延解析について対現場観測（フロート・船舶・ブイ
等）統計検証を行った結果、水温バイアス・RMSEは季
節・海域・層によって改善・改悪混在がみられるが、概
ね中立であることを確認した（図 4.15.6、図 4.15.7）。

図 4.15.6 JPNシステム（北太平洋同化システム）遅延解析
100m深水温 対現場観測 RMSE。右上図は CNTL-TEST
差で図中赤が TESTの改善を示す。
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図 4.15.7 JPN システム遅延解析 100m 深水温 対現場観
測 月別 RMSE 時系列。（左）北太平洋全域、（右）日本
域。上段は RMSEで、図中、赤、青線はそれぞれ TEST、
CNTL。中段はRMSE TEST-CNTL差。下段は検証に用
いた観測データのサンプル数。

4.15.4 まとめ
上に示したように、海氷予測については負バイアス・

RMSEが減少し改善傾向であること、水温解析場では
概ね中立であることが確認されたことから、上記の改
良の現業化を令和 4年 1月に行う。
なお、海氷予測については本稿で報告した改善策に
より一定の改善が得られたものの、過小傾向はまだ残っ
ていることから、今後も引き続き JPNシステムの海氷
予測精度改善に向けて取り組む予定である。
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4 (MRI.COMv4). Technical reports of the Meteoro-

logical Research Institute, 80.
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4.16 黄砂解析予測システム

気象研究所では、本システムで利用している全球エー
ロゾルモデルやデータ同化に関する研究・開発を進めて
いる。これらの研究・開発成果については、黄砂予測へ
の影響を確認した後、必要に応じて本システムへの反
映を検討する。また、本システムのデータ同化で利用
している静止気象衛星ひまわりの光学的厚さ（AOT）
解析プロダクトについて、そのリトリーバルアルゴリ
ズムの改良を進める大気海洋部業務課気象技術開発室
に協力している。

4.17 紫外線予測システム

気象研究所では、本システムで利用している全球化
学輸送モデルやデータ同化に関する研究・開発を進め
ている。これらの研究・開発成果については、紫外線
予測への影響を確認した後、必要に応じて本システム
への反映を検討する。また、気象庁第 3次長期再解析
（JRA-3Q）のために、気象研究所の技術協力を得て、
衛星観測によるオゾン全量データを同化した高精度な
オゾン再解析の計算を実施した。なお、JRA-3Qの準リ
アルタイム運用にあわせてオゾン再解析も同様に 2021

年 10月から運用を開始した。

4.18 大気汚染気象予測システム

東日本や西日本を対象とした水平解像度 5 kmの高解
像度版領域化学輸送モデルについて、領域拡張及び地
上オゾン観測データ同化手法 (池上ほか 2017)の導入
を進めている。これらの開発を本システムに反映する
ことでアジア域の領域化学輸送モデルとの統合を図る。

4.19 二酸化炭素解析システム

二酸化炭素解析については、その入力データに用い
ている観測地点の偏在（図 4.19.1）があり、世界全体
の均質的な解析に大きな支障となっている。その対応
として、広範囲を一様な品質で観測する衛星観測の利
用が考えられる。このため、温室効果ガス観測技術衛
星（GOSAT）のデータ同化利用について、気象研究所
の研究成果をもとに開発を行い、二酸化炭素解析の精
度向上が確認できた（図 4.19.2）。今後、2022年度中
のGOSATデータ同化導入を目指して本システムへの
適用を進める予定である。

参考文献
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surements of atmospheric CO2 and other trace

gas species using commercial airlines. J. At-

図 4.19.1 大気 CO2 解析に使用する観測点の分布。南米や
アフリカなど観測地点がほとんどない地域が存在する。気
象庁 HPから引用。

図 4.19.2 検証用格子点値に変換した CO2 航空機観測
（CONTRAIL; Machida ほか (2008)）を参照値とした、
GOSAT同化なし（CNTL）、GOSAT同化あり（TEST）
のCO2モデル解析値の高度別検証スコア。検証期間は 2010
年から 2019年。（左）航空機観測（黒）と対応するモデル
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高度 0～1kmを除き 1より小さく改善となった。
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4.20 線状降水帯予測の評価

4.20.1 はじめに
日本国内では、毎年のように線状降水帯による顕著
な大雨が発生し、数多くの甚大な災害が生じている。平
成 30年 8月の交通政策審議会気象分科会提言「2030年
の科学技術を見据えた気象業務のあり方」では、2030

年を目標にして、半日前程度から線状降水帯の発生・
停滞等に伴う集中豪雨をより高い精度で予測すること
が示された。気象庁では本提言に沿って、平成 30 年
10月に「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」
を策定し、線状降水帯の発生・停滞の予測精度向上に
より、集中豪雨の可能性を高い確度で予測して、特に、
明るいうちからの避難など、早期の警戒と避難を可能
にすることを重点目標のひとつとした。
近年では令和 2年 7月豪雨 (気象庁 2020)時の、特に

4日朝の熊本県の大雨に対して、前日の夕方の時点で
予測することが困難であった。そのことを契機に、気
象庁では線状降水帯の予測精度向上を喫緊の課題とし
て認識し、線状降水帯予測精度の向上のため、観測の
強化・予測の改善の方策に取り組んでいる。令和 2年
12月 23日には大学等研究機関の専門家の協力を得て、
最新の研究の知見を取り入れることを目的とした「線
状降水帯予測精度向上ワーキンググループ」が発足さ
れた。続いて、令和 3年 6月 3日から九州西方海上で
船舶に搭載したGNSS可降水量の観測が開始され、令
和 3年 6月 17日には防災情報として「顕著な大雨に
関する情報1」の提供が開始された。さらには、線状降
水帯の予測精度向上を前倒しで推進し、予測精度向上
を踏まえた情報の提供を早期に実現するため、水蒸気
観測等の強化、気象庁スーパーコンピュータの強化や
「富岳」を活用した予測技術の開発等を早急に進める目
的で、令和 3年度気象庁関係補正予算が計上された。
このような状況下において、線状降水帯の予測精度
向上を図ることが不可欠であり、気象庁業務評価レポー
ト（令和 3年度版）2 において、「半日程度前の雨量予
測精度の向上を評価するための数値指標についても令
和 3(2021)年度中に作成することを検討する」として
いる。これまでメソ数値予報システム等の改良時には
線状降水帯を含む強雨の事例毎の検証は行われている
が、1か月程度の期間の数値予報実験では、線状降水
帯事例数があまりに少ないため、数値予報における線
状降水帯の予測精度はあまり知られていない。このた
め、数値予報開発センター評価チームでは、線状降水
帯予測の精度について調査を行った。
本節では、線状降水帯予測の評価指標のために行っ
た、線状降水帯の検出手法、評価手法の調査とその結

1 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/

kenchoame.html
2 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/hyouka/

hyouka-report/r03report/r03report index.html

果について報告する。

4.20.2 評価対象と評価手法
線状降水帯は台風のように明確な定義はまだ確立さ
れていないが、線状降水帯の事例研究だけでなく、津
口 (2016)での解説や Hirockawa et al. (2020)のよう
に線状降水帯を客観的に検出・分類する手法が開発さ
れている。他にも、線状降水帯の定義にはいくつかの
候補があるが、ここでは防災情報として発表されてい
る、「顕著な大雨に関する情報」で示されている定義に
準拠し、

1. 解析雨量（5 kmメッシュ）において前 3時間積算
降水量が 100 mm以上の分布域の面積が 500 km2

以上

2. 1.の形状が線状（長軸・短軸比 2.5以上）

3. 1.の領域内の前 3時間積算降水量最大値が 150 mm

以上

を線状降水帯の検出条件とした3。
評価対象とする予測は、現業MSMの 12–15時間の

3時間予測降水量とした。これにより、気象庁業務評
価レポート（令和 3年度版）で示されている半日程度
前の雨量予測精度に対して、過去数年以上の変化を見
ることができる。
評価手法として、線状降水帯の現象の有無を予測と
実況それぞれについて判定し、その結果により標本を
分類する、カテゴリー検証を用いた。予測での線状降
水帯の判定条件は、解析雨量で検出された線状降水帯
を「実況あり」に対して、予報地方単位程度の位置ず
れに相当する 100 km以内に線状降水帯が予測できた
場合を「予測あり」とした。実際に線状降水帯を予測
できたとする事例を図 4.20.1に示す。実際の位置ずれ
の範囲は、解析雨量で検出された線状降水帯（桃）を
等緯度経度で囲み（青点線枠）、そこから 100 kmで囲
われた範囲（青実線枠）内とした。
現象の有無に分類された事例数を表 4.20.1の通り定
義し、主に「実況あり」の時に予測が適中した割合で
ある「捕捉率」

捕捉率 ≡ FO

FO+XO
(4.20.1)

と「予測あり」の時に実況があった割合、すなわち空
振りをしなかった割合である「一致率」

一致率 ≡ FO

FO+ FX
(4.20.2)

の 2つの指標について、MSMの年推移を調査した。
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図 4.20.1 2020年 7月 3日 21UTC–2020年 7月 4日 00UTCにおける線状降水帯検出事例。解析雨量での 3時間降水量 [mm]
（左）、2020年 7月 3日 09UTC初期値のMSMでの 3時間予測降水量 [mm]（中）、解析雨量（桃）とMSM（緑）で検出さ
れた線状降水帯の領域と「予測あり」判定領域（青実線枠）（右）。

図 4.20.2 線状降水帯予測のカテゴリー検証での事例数（左）と捕捉率・一致率の年変化（右）。事例数は表 4.20.1で分類して
示し、捕捉率は Hit Rate（橙）、一致率 Precition Rate（青）と記した。

表 4.20.1 カテゴリー検証で用いる分割表。FO, FX, XO,
XXはそれぞれの事例数を示す。

実況 計
あり なし

予測 あり 適中 (FO) 空振り (FX) FO+FX

なし 見逃し (XO) 適中 (XX) XO+XX

計 M X N

4.20.3 評価結果
図 4.20.2にMSM予測の現象の有無に分類された事
例数と捕捉率・一致率の年変化を示す。まず、空振り
数 (FX)が大半を占めていることが分かる。すなわち、
MSMではかなり線状降水帯を発生させており、実況よ
りも過大である。一方、2019年以降には空振り数は以
前より減少していた。これは 2017年 2月に新たに開発
した非静力学モデル asucaを導入した以降、表 4.20.2

3 「顕著な大雨に関する情報」4番目の条件である、領域内
のキキクルを用いた基準は、数値予報の予測値に当てはめる
ことは困難のため省略した。

で示したメソ数値予報システムの改良によって、降水
の過剰が軽減したためと考えられる。これにより、一
致率が向上しているが、それでも 1 割程度しかなく、
全体の 9割は空振りとなっていた。
線状降水帯の実況事例数 (FO+XO)自体は年間 20以
下と少なく、かつ、年変動が大きい。近年は実況事例
数が増加している傾向が見られる。その中で、線状降
水帯ありの適中数 (FO) は少なく、1–5 事例程度であ
り、1–3割程度しか捕捉していない。また、捕捉率の
年変動も大きく、近年で捕捉率が向上しているとは言
い難い。
2017年と 2019年は、どの年よりも捕捉率が高いが、
これは平成 29年台風第 21号 (気象庁 2017)や「令和
元年東日本台風」(気象庁 2019)など東日本を通過した
台風から伸びるレインバンドによってもたらされた降
水域が線状降水帯として検出され、それによって適中
数 (FO)が増加したためであった。このような台風事
例を除くために、簡易的に実況の台風中心から 300 km

以内で検出された線状降水帯を除いて捕捉率・一致率
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表 4.20.2 2017年 2月以降の主なメソ数値予報システムの改良

運用日 変更概要 参照

2017年 2月 28日 MSMへ非静力学モデル asucaの導入と鉛直層増強 原 (2017)

2019年 3月 26日 メソ解析へ高解像度 ASCAT海上風の利用など 太田ほか (2019)

2020年 3月 25日 4次元変分法同化システム asuca-Varへ更新とMSM物理過程等改良 数値予報課 (2021)

図 4.20.3 線状降水帯予測のカテゴリー検証での捕捉率・一致率の年変化。台風事例数を含む（図 4.20.2の右図と同一）（左）
と含まない（右）場合。

を再集計した。その結果を図 4.20.3に示す。台風事例
を除くと、全体的に捕捉率・一致率が低下した。台風の
レインバンドは、他の線状降水帯よりも比較的スケー
ルが大きい現象であることから、現象のスケールが大
きい線状降水帯ほど予測しやすく、このことが台風の
有無によって捕捉率・一致率が変わる要因のひとつと
考えられる。

4.20.4 まとめ
「顕著な大雨に関する情報」で定義された線状降水
帯に対して、MSMの 12–15時間予測降水量の精度を
調査した。線状降水帯の実況あり事例は、年間 20 以
下と少なくMSMで予測できたのは 1–5事例のみであ
る。一方、予測あり事例が実況あり事例よりも大幅に
多く、MSMでは空振りが大半を占める。しかし、近年
のメソ数値予報システムの改良により、空振り事例は
減少していた。「顕著な大雨に関する情報」で定義され
た線状降水帯では台風事例も含まれ、それにより捕捉
率・一致率の向上に寄与していた。
線状降水帯は事例数が少なく、その予測精度の評価
は難しい。台風事例の有無により、線状降水帯予測の
捕捉率が変化することからも、現象のスケールに応じ
て、予測精度を評価する必要があり、より高解像度の
LFMと比較することも重要である。また、MEPSなど
アンサンブルプロダクトによる確率的検証や、下層収
束や湿舌など線状降水帯発生メカニズムに着目した評
価をすることで、線状降水帯予測の精度を評価し、改
善の指標となるよう調査を継続する。
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